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京大東アジアセンターニュースレター   第 372 号






○ 「中国の外貨準備高３兆ドル突破」への疑問  
○ 暴動情報検証 ： ２０１１年 ５月 





  主催：京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター・国際シンポジウム 






時  間： 7 月 11 日(月）14：00～18：30 
会 場：京都大学吉田キャンパス構内時計台 2 階 国際交流ホールⅡ･Ⅲ 
   
開会挨拶：14：00～14：30（約 30 分） 
京都大学副学長                               
谷口誠（北東アジア研究交流ネットワーク代表幹事）              
 
来賓挨拶：中国・調整中                           
李洙勲・韓国 NAISKOREA 共同代表・前大統領諮問 
東北亜時代委員会委員長・慶南大学教授              
  
第 1 部：基調講演 14：30~15：40（約 70 分） 
 
講演者：寺島実郎（三井物産戦略研究所会長・ 
（財）日本総合研究所理事長・多摩大学学長）       
「大震災後の日本―アジアダイナミズムを視界に入れて」                    
講演者：張蘊嶺(中国社会科学院国際研究学部主任･全国政治協商会議委員)    
「調整中」 
 
(休憩 10 分） 
 
第 2 部：パネルディスカッション 15：50~17：10（約 75 分） 
１．問題提起  
報告１：谷口誠（北東アジア研究交流ネットワーク代表幹事、 
元国連大使、前岩手県立大学学長）           
「米国の TPP 戦略と東アジア共同体」            





「ＴＰＰ構想と日中韓ＥＰＡについて」          
報告３：叶芳和（元国民経済研究協会理事長）              
「TPP か日中韓 FTA か－日本の成長戦略の観点から－」   
報告４：玉佑錫(韓国仁川大学東北亜経済通商大学校副教授）        
「東アジア地域共同体の動因：EU 経験の意味」 (通訳込) 
      報告５：岡田憲夫（京都大学防災研究所教授）              
       「グローバル社会の総合防災戦略と東アジア地域の連携」 
      報告６：植田和弘 京都大学大学院経済学経済科教授                     
「震災復興と東アジアの持続可能な発展」        
 
  司会：吉田 進（NEASE-Net 副代表幹事 ERINA 名誉理事長） 
 
（休憩 5 分） 
 
２．総合セッション  17：15~18：15（約 65 分） 

















  時 間： 2011 年 6 月 21 日(火)  16：30－18：00    
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 
  報告者： 矢野剛（京都大学大学院経済学研究科・准教授） 
テーマ： 「中国における企業間信用はどのような企業活動の資金源となっているか？―沿海部と内陸
部の比較からの考察―（What Corporate Activities Does Trade Credit Finance in China?: 
Comparison of Coastal and Interior Areas）」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
前期：4 月 19 日（火）、 5 月 17 日（火）、 6 月 21 日（火）、7 月 19 日(火) 




















































































































































































































                                                                   以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
１．～３．は検証済み。４．～１３．は未検証。                  暴動評価基準は文末に掲示。 
 
１．５／１２、１３の両日、江蘇省南京市和燕路で、会社閉鎖に不満の従業員１０００人余






市中心部は一時、交通が麻痺した。                       




























ている。                                                   
※中国政府の人力資源・社会保障部は、このほど２０１０年度の企業の賃金未払いが、  《夜逃げ後の室内の様子》 
判明しているだけでも９９億５千万元（約１２５４億円）に達し、その対象となる従業員数は５０２万１０００人と発表。 
 





















































































機や音響設備などを生産していた。                                     
《 ネット上から転載 》 































暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 
暴動レベル５ ： テロなど計画的殺人および大量破壊活動                              以上 
************************************************************************************************ 














１．「ネット大国中国」  ２．「中国ネット革命」  ３．「中国ネット最前線」  ４．「自壊する中国」  ５．「蒋介石が愛した日本」 
 
１．「ネット大国中国」  遠藤誉著  岩波新書  ４月２０日 











































２．「中国ネット革命」  石平著  海竜社  ５月２８日 

























３．「中国ネット最前線」  北海道大学東アジアメディア研究センター・渡辺浩平編著  蒼蒼社  １月５日 







































４．「自壊する中国」  宮崎正弘著  文芸社文庫  ６月１５日 











５．「蒋介石が愛した日本」  関榮次著  PHP 新書  ３月２９日 
























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月    4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.3 15.8 
5 月      130 19.3 28.4     
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
 
 
 13 
 
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
